





















































平成 29 年度及び 30 年度における成果として、各地のヒアリングを進めていく中で以下の仮
説を得た。それは閉局を回避する持続要因の中で見出している。 







































 奈良県大和高田市（ FM ハイホー）：閉局に向かっていたが急遽存続することが決定
した。ならどっとＦＭから紹介されたステークホルダーが経営や株の引き受けを受諾したの
が理由である。なお、３月末の臨時株主総会で代表取締役社長に就任し、現経営陣は退陣。
現経営陣は顧問や相談役にも残ることもなく完全入替である。また番組編成等については、
経営陣交代と改編を同時に行うのは困難なので、当面は現状を維持して、タイミングの良い
ところで編成の見直しとなりそうである。いずれにしてもハイホーの”自治権”（活動の自主
性・独立性）がどこまで担保されるのかは今後の課題である。 
 
上記に関連して周辺放送局（県域局も含めて）からも補足的な聞き取りを行った。
いずれも単純な経営課題と片付けられない内容を含んでおり、前記した「設立時のス
トーリー作りの成功」に加え「放送事業以外のパートナービジネスの存在」の確保と継続および
地域性を反映した放送の徹底がポイントであった。 
 
平成 31年度（令和元年度）は最終年ということもあり、仮説を精緻化するため上記放送局に
関してさらに追跡調査は行う予定である。本研究は以下の 5段階で進めていく予定である。 
① 今回の仮説を基に先行研究等の論文や文献資料（研究目的（１）の学術背景にあるもの等）
を参考に、コミュニティ放送を開局理念（ミッション）と運営実態との差異で捉え、地域性
＝周辺環境からその相互影響作用の視点で大きな理論的枠組みを構築する。  
② 任意に抽出した閉局対象地域(計画参照)において聞き取り調査を行う。その際に十全な事前
資料を消化する。  
③ 具体的には、任意の閉局対象地域(後述)を元に、定量調査（日本コミュニティ放送協会、総
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務省、当該自治体等の所有する組織データ）および定性調査（当事者、ステークホルダー、
総務省および当該自治体、関係行政、現地聴取者住民へのヒアリング）を行う。 
④ 上記調査を元に①で考えた枠組みを相対化し、今回の仮説を明確化するために再度理論構築
を行う。 
⑤ 最後に④で得た知見を元に、具体的なコミュニティ放送の抱える経営課題に対しての最善案
を提示する。 
 
研究成果の公表に関しては今年すでにいくつかの研究会(国立市でのコミュニティ FM ワークシ
ョップ、東北大における社会情報学会研究会)や札幌市で参加を行っている北海道次世代メディア
総合研究所の第１回定例会にて発表予定である。また学会（地域活性学会、北海道社会学会、社
会情報学会他）、平成 31 年度（令和元年度）大正大学研究紀要に執筆予定である。また自身がパ
ーソナリティを務める札幌市西区の三角山放送局「フライデースピーカーズ」内で放送を行う予
定である。 
